
高齢福祉課からの連絡事項

令和3年6月16日（水）

あま市 福祉部 高齢福祉課
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新型コロナウイルスワクチン接種について

問1 通所系サービス事業所内においてワクチン接種を実施する場合の介護報酬等の取扱い

問2 通所系サービス事業所内においてワクチン接種を実施する場合の送迎に係る費用について

問3 通所系サービス事業所内においてワクチン接種を実施する場合、接種が実施される日に通
所系サービスを利用する予定がない利用者について

問4 通所系サービス事業所がサービス提供中に、その保有する車両を利用して接種会場まで利
用者の送迎を行う場合の介護報酬等の取扱い

問5 通所系サービス事業所がその保有する車両を利用して、サービス提供前後の送迎中に、接
種会場を経由して利用者の送迎を行う場合の介護報酬等の取扱い

問6 ワクチン接種を医療機関以外の接種会場で行う場合でも、居宅要介護者が接種会場まで移
動する手段として、訪問介護を利用することは可能か

回答については、介護保険最新情報Vol.963「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業
所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第20報）」を確認し、事務の参考としてください。
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LIFEに関する加算について

【介護給付費算定に係る体制等状況一覧表提出時の注意】

加算を算定する場合「LIFEへの登録」と「算定する加算」の両方を「あり」で提出してください。
※どちらか一方が「なし」で加算を請求した場合、請求エラーとなります。



4

軽度者申請書の押印廃止について

事業所の押印は不要となりました。

・例外申請のため、様式はあま市公式ウェブ
サイトには掲載しておりません。申請用紙が
必要な場合には、介護保険係までお問い合わ
せください。
・従前の様式（印あり）でも受付は行います。
・事後申請（既に利用している）の場合でも
提出は必要です。提出していない場合には、
速やかに提出してください。

【確認事項】
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負担限度額認定の見直しについて

第1段階 第2段階 第3段階① 第3段階②

【~R3.7.31】
（配偶者無）

2,000万
（1,000万）

2,000万
（1,000万）

2,000万
（1,000万）

【R3.8.1~】
（配偶者無）

2,000万
（1,000万）

1,650万
（650万）

1,550万
（550万）

1,500万
（500万）

【資産要件：第1号被保険者（第2号被保険者については、変更なし）】

【所得要件】

介護保険最新情報Vol.960 抜粋



負担限度額認定の見直しについて（続き）

【給付限度】R３年８月１日以降

第一段階 第二段階 第三段階① 第三段階②

食費（ショートステイ） 300円(±0円) 600円(＋210円) 1,000円(＋350円) 1,300円(＋650円)

食費（施設） 300円(±0円) 390円(±0円) 650円(±0円) 1,360円(＋710円)

居住費 変更なし

※限度額は1日当たり。（）内の数字は令和２年の上限金額と比較

◆第一段階を除き、ショートステイの食費上限額が増加（自己負担増）

◆第三段階②はどちらのサービスでも食費上限額が増加（自己負担増）

◆どの段階であっても居住費上限額に変更はない

介護保険最新情報Vol.960 抜粋
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高額介護（予防）サービス費の見直しについて

介護保険最新情報Vol.960 抜粋

※令和3年8月から適用



各種の経過措置について①

【ハラスメント対策の強化】（令和4年4月1日から義務化となり、それまでの間は努力義務）
運営基準（省令）において、事業者が必要な措置を講じなければならないことを規定。

○基準 ※訪問介護の例
指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景と

した言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための指針の明確化
等の必要な措置を講じなければならない。

【業務継続に向けた取組の強化】（令和6年3月31日までの間は努力義務）
感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築す

る観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓
練（シミュレーション）の実施等を義務づける。

【感染症対策の強化】（令和6年3月31日までの間は努力義務）
介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の

取組を義務づける。
・施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シミュ
レーション）の実施
・その他のサービスについて、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施等

8令和3年度介護報酬改定の主な事項について 抜粋



各種の経過措置について②

【無資格者への認知症介護基礎研修受講の義務づけ】
（3年の経過措置期間を設ける。新入職員の受講について1年の猶予期間を設ける）
認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点

から、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護サービス事業者に、介護に
直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講さ
せるために必要な措置を講じることを義務づける。
※全サービス（無資格者がいない訪問系サービス（訪問入浴介護を除く）、福祉用具貸与、居宅介護
支援を除く）が対象

○養成施設及び福祉系高校で認知症に係る科目を受講した者（介護福祉士資格なし）
⇒ 養成施設については、卒業証明書及び履修科目証明書により事業所及び自治体が認知症に係る科
目を受講していることが確認できることが条件として対象外
⇒ 福祉系高校の卒業者については、卒業証明書により単に卒業が証明できれば対象外

○認知症介護実践者研修の修了者
⇒ 義務付けの対象外

○認知症サポーター等養成講座の修了者
⇒ 義務付けの対象外とはならない。

○人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わらない者
⇒ 義務付けの対象外。ただし、当該研修を受講することを妨げるものではなく、各施設において積
極的に判断いただきたい。

介護保険最新情報Vol.944 抜粋
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住宅改修・福祉用具販売 受領委任払制度の開始

◆あま市が事前に指定した事業者に限り、令和３年７月１日から受領委任払による申請が可能となります

（指定事業者はあま市公式ウェブサイト・あま市高齢福祉課窓口で確認できます）

◆受領委任払制度が導入されることで、被保険者の金銭的負担が軽減されます

◆住宅改修の理由書等一部様式変更はありますが、申請方法に変更はありません

10



住宅改修・福祉用具販売 受領委任払制度の開始（続き）

従来（償還払い） 新（受領委任払い）

例：負担割合1割。10万円（税込）の住宅改修をした場合のお金の動き

事業者

1万円

市役所

利用者

～支給申請後～

利用者

9万円

利用者

指定事業者

10万円

～支給申請後～

指定事業者 市役所

9万円
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ご意見・ご質問がございましたら高齢福祉課までご連絡ください。
ご清聴ありがとうございました。


